
１　
は
じ
め
に

人
事
院
勧
告
は
、
一
般
職
の
職
員
の
給
与
に
関

す
る
法
律
（
以
下
「
給
与
法
」
と
い
う
。）
の
適

用
を
受
け
る
一
般
職
の
国
家
公
務
員
（
以
下
「
給

与
法
適
用
職
員
」
と
い
う
。）
を
直
接
の
対
象
と

し
て
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
人
事
院
勧
告
は
、

給
与
法
適
用
職
員
に
と
ど
ま
ら
ず
、
勧
告
に
準
拠

し
て
い
る
特
別
職
の
国
家
公
務
員
の
ほ
か
、
地
方

公
務
員
な
ど
に
も
影
響
が
及
ぶ
も
の
と
言
わ
れ
て

い
ま
す
が
、
そ
の
実
態
等
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で

は
な
い
た
め
、
様
々
な
見
方
が
あ
り
、
議
論
も
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
今
回
整
理
し
て
み
た
も
の

で
す
。

２　
人
事
院
勧
告
の
影
響
に
つ
い
て

⑴　
公
務
組
織

ま
ず
は
、
職
員
の
身
分
が
公
務
員
で
あ
る
公

務
組
織
を
取
り
上
げ
ま
す
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て

は
、
一
般
的
に
人
事
院
勧
告
に
準
拠
し
て
い
る

グ
ル
ー
プ
と
し
て
扱
わ
れ
て
き
ま
し
た
が
、
改

め
て
法
制
度
面
や
実
際
の
取
扱
い
も
踏
ま
え
な

が
ら
整
理
し
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

①　
検
察
官

検
察
官
は
、
一
般
職
の
国
家
公
務
員
で
は
あ

る
も
の
の
、
そ
の
給
与
に
関
し
て
は
、
給
与
法

で
は
な
く
検
察
官
の
俸
給
等
に
関
す
る
法
律
が

適
用
さ
れ
る
た
め
、
人
事
院
勧
告
の
直
接
の
対
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象
と
は
な
っ
て
い
ま
せ
ん
が
、
そ
の
俸
給
月
額

の
改
定
は
、
例
年
、
人
事
院
勧
告
を
受
け
た
給

与
法
適
用
職
員
の
俸
給
表
の
改
定
に
準
じ
て
行

わ
れ
て
い
ま
す
。

②　
行
政
執
行
法
人

行
政
執
行
法
人
は
、
役
職
員
が
国
家
公
務
員

の
身
分
を
有
す
る
公
務
員
型
の
独
立
行
政
法
人

で
す
。
行
政
執
行
法
人
の
職
員
は
、
一
般
職
の

国
家
公
務
員
で
は
あ
る
も
の
の
、
労
使
交
渉
を

通
じ
た
労
働
協
約
の
締
結
が
可
能
と
な
っ
て
い

ま
す
（
行
政
執
行
法
人
の
労
働
関
係
に
関
す
る

法
律
第
三
七
条
第
一
項
第
一
号
）。
し
か
し
な

が
ら
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
以
下
「
独
法

通
則
法
」
と
い
う
。）
第
五
七
条
第
三
項
に
お

い
て
、職
員
の
給
与
の
支
給
基
準
に
つ
い
て
は
、

給
与
法
適
用
職
員
の
給
与
を
参
酌
す
る
こ
と
が

定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

ま
た
、
特
別
職
の
国
家
公
務
員
で
あ
る
役
員

の
報
酬
等
の
支
給
の
基
準
に
つ
い
て
も
、
職
員

と
同
様
に
、
独
法
通
則
法
第
五
二
条
第
三
項
に

お
い
て
、
国
家
公
務
員
の
給
与
等
を
参
酌
す
る

こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

③　
特
別
職
国
家
公
務
員

内
閣
総
理
大
臣
、
裁
判
官
、
国
会
職
員
、
防

衛
省
職
員
等
の
特
別
職
の
国
家
公
務
員
は
、
人

事
院
勧
告
の
直
接
の
対
象
と
は
な
っ
て
い
ま
せ

ん
が
、
例
年
、
人
事
院
勧
告
を
受
け
て
行
わ
れ
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る
給
与
法
の
改
正
の
趣
旨
に
沿
っ
た
形
で
、
特

別
職
の
職
員
の
給
与
に
関
す
る
法
律
や
防
衛
省

の
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
法
律
な
ど
の
各
特

別
職
の
給
与
に
つ
い
て
規
定
し
た
法
律
の
改
正

が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

④　
地
方
公
務
員

地
方
公
務
員
の
給
与
改
定
に
つ
い
て
は
、
人

事
委
員
会
が
設
置
さ
れ
て
い
る
地
方
公
共
団
体

に
お
い
て
は
、
人
事
委
員
会
勧
告
を
経
た
上
で

改
定
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
際
、
地
方
公

務
員
法
第
二
四
条
第
二
項
に
お
い
て
、
職
員
の

給
与
を
定
め
る
際
の
考
慮
要
素
の
一
つ
と
し
て

国
家
公
務
員
の
給
与
が
挙
げ
ら
れ
て
お
り
、
人

事
院
勧
告
を
参
考
に
し
て
勧
告
が
行
わ
れ
て
い

ま
す
。

な
お
、
人
事
委
員
会
が
置
か
れ
て
い
な
い
地

方
公
共
団
体
に
お
い
て
は
、
一
般
的
に
、
人
事

院
勧
告
や
他
の
地
方
公
共
団
体
の
人
事
委
員
会

勧
告
等
を
参
考
に
し
た
給
与
改
定
が
行
わ
れ
て

い
ま
す
。

⑵　
公
務
組
織
以
外
の
公
的
組
織

⑴
で
は
公
務
組
織
に
つ
い
て
論
じ
ま
し
た

が
、
⑵
で
は
、
公
務
組
織
で
は
な
い
も
の
の
、

そ
の
業
務
が
公
的
性
格
を
有
す
る
組
織
に
つ
い

て
整
理
し
て
い
き
ま
す
。
こ
れ
ら
の
組
織
の
職

員
は
、
労
使
交
渉
等
に
よ
っ
て
給
与
を
決
定
し

ま
す
が
、
給
与
水
準
の
決
定
に
当
た
っ
て
、
法

令
等
で
一
定
の
枠
組
み
が
示
さ
れ
て
い
る
た

め
、
こ
れ
ら
を
参
考
に
整
理
し
て
い
き
ま
す
。

①　
独
立
行
政
法
人
（
行
政
執
行
法
人
以
外
）

独
立
行
政
法
人
は
、
各
府
省
の
行
政
活
動
か

ら
政
策
の
実
施
部
門
の
う
ち
一
定
の
事
務
・
事

業
を
分
離
し
、
こ
れ
を
担
当
す
る
機
関
に
独
立

の
法
人
格
を
与
え
た
も
の
で
す
。
法
制
度
面
で

は
、
独
法
通
則
法
に
お
い
て
、
役
職
員
の
報
酬

等
・
給
与
の
支
給
基
準
の
決
定
に
当
た
っ
て

は
、
国
家
公
務
員
等
の
給
与
等
を
考
慮
す
る
必

要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
独
法
通
則
法
第

五
〇
条
の
二
第
三
項
、
第
五
〇
条
の
一
〇
第
三

項
、
第
五
〇
条
の
一
一
）。

②　
国
立
大
学
法
人

国
立
大
学
法
人
の
教
職
員
は
、
平
成
一
六
年

四
月
の
法
人
化
以
前
は
、
国
家
公
務
員
と
し
て

教
育
職
俸
給
表
㈠
等
が
適
用
さ
れ
て
い
ま
し

た
。
法
制
度
面
で
は
、
国
立
大
学
法
人
法
第
三

五
条
に
お
い
て
、
上
記
①
で
言
及
し
た
独
法
通

則
法
第
五
〇
条
の
二
、
五
〇
条
の
一
〇
を
準
用

し
て
お
り
、
独
立
行
政
法
人
と
同
様
に
、
役
職

員
の
報
酬
等
・
給
与
の
支
給
基
準
の
決
定
に
当

た
っ
て
、
国
家
公
務
員
の
給
与
等
を
考
慮
す
る

必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

③　
特
殊
法
人
・
認
可
法
人

日
本
年
金
機
構
、
放
送
大
学
学
園
等
の
特
殊

法
人
及
び
日
本
銀
行
、
日
本
赤
十
字
社
等
の
認

可
法
人
に
つ
い
て
は
、
独
立
行
政
法
人
や
国
立

大
学
法
人
と
異
な
り
、
通
則
的
な
法
令
は
存
在

し
ま
せ
ん
。
し
か
し
な
が
ら
、
人
事
院
勧
告
を

踏
ま
え
た
公
務
員
の
給
与
改
定
の
取
扱
い
を
決

め
る
閣
議
決
定
に
お
い
て
、「
特
殊
法
人
等
の

役
職
員
の
給
与
改
定
に
当
た
っ
て
は
、
国
家
公

務
員
の
給
与
水
準
を
十
分
考
慮
し
て
国
民
の
理

解
が
得
ら
れ
る
適
切
な
給
与
水
準
と
な
る
よ
う

厳
し
く
対
処
す
る
」（
例
え
ば
、
令
和
四
年
一

〇
月
七
日
閣
議
決
定
な
ど
）
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

④　
駐
留
軍
等
労
働
者

在
日
米
軍
施
設
に
勤
務
す
る
駐
留
軍
等
労
働

者
の
給
与
は
、
日
本
国
と
の
平
和
条
約
の
効
力

の
発
生
及
び
日
本
国
と
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
と
の

間
の
安
全
保
障
条
約
第
三
条
に
基
づ
く
行
政
協

定
の
実
施
等
に
伴
い
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
等
の
法
律
第
九
条
第
二
項
に
お
い

て
、
生
計
費
並
び
に
国
家
公
務
員
及
び
民
間
事

業
の
従
業
員
に
お
け
る
給
与
等
を
考
慮
し
て
定

め
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑤　
地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
そ
の
名
称
の
と
お

り
独
立
行
政
法
人
の
地
方
版
で
す
。
法
制
度
上

は
、地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
五
六
条
第
一
項
、

第
五
七
条
第
三
項
に
お
い
て
、
役
職
員
の
報
酬

等
・
給
与
の
支
給
基
準
の
決
定
に
当
た
っ
て
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は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
職
員
の
給
与
等

を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

以
上
、公
務
組
織
以
外
の
公
的
組
織
に
つ
い
て
、

把
握
可
能
な
範
囲
で
人
事
院
勧
告
の
影
響
に
つ
い

て
整
理
し
ま
し
た
。こ
れ
ら
の
組
織
に
つ
い
て
は
、

法
令
や
閣
議
決
定
で
、
給
与
水
準
の
決
定
に
当

た
っ
て
公
務
員
の
給
与
を
考
慮
す
る
必
要
が
あ
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。
公
表
さ
れ
て
い
る
限
り
で

個
々
の
組
織
の
給
与
規
程
等
を
確
認
し
て
み
る

と
、
実
際
に
公
務
員
給
与
を
参
考
に
し
て
い
る
例

も
見
受
け
ら
れ
る
と
こ
ろ
で
す
。

⑶ 　
公
的
制
度
下
で
官
民
双
方
が
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
主
体
と
な
っ
て
い
る
領
域

⑴
及
び
⑵
は
、
公
務
員
あ
る
い
は
公
的
セ
ク

タ
ー
に
属
す
る
職
員
に
つ
い
て
の
考
察
で
し

た
。
⑶
で
検
討
す
る
の
は
、
官
民
双
方
が
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
主
体
と
な
っ
て
い
る
領
域
で
あ

り
、
教
育
、
医
療
、
福
祉
関
係
な
ど
が
こ
の
領

域
に
該
当
し
ま
す
。
こ
れ
ら
の
領
域
に
つ
い
て

は
、
⑴
及
び
⑵
と
異
な
り
、
法
制
度
上
、
公
務

員
給
与
を
考
慮
す
る
仕
組
み
と
は
な
っ
て
い
ま

せ
ん
が
、
実
態
上
公
務
員
給
与
を
参
考
に
し
て

い
る
と
の
指
摘
が
あ
る
た
め
、
公
務
員
給
与
と

の
関
係
性
を
調
査
し
た
、
各
種
調
査
結
果
を
参

考
に
整
理
し
て
い
き
ま
す
。

①　
教
育
（
私
立
学
校
）

公
益
社
団
法
人
私
学
経
営
研
究
会
が
二
〇
二

〇
年
に
実
施
し
た
「
学
校
法
人
に
お
け
る
給
与

制
度
・
人
事
考
課
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

結
果
」
に
お
い
て
、
二
〇
二
〇
年
四
月
現
在
適

用
し
て
い
る
給
与
制
度
を
調
査
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
に
よ
れ
ば
、
大
学
、
高
校
・
中
学
の
教
員

・
職
員
と
も
に
、
三
〇
～
四
〇
％
程
度
が
公
務

員
準
拠
型
と
回
答
し
て
い
ま
す
（
表
１
）。

②　
医
療
（
民
間
病
院
）

病
院
に
勤
務
す
る
者
の
う
ち
、
看
護
師
に
つ

い
て
、
公
益
社
団
法
人
日
本
看
護
協
会
の
「
二

〇
一
二
年
病
院
勤
務
の
看
護
職
の
賃
金
に
関
す

る
調
査
」
に
お
い
て
、
賃
金
表
作
成
に
当
た
り

参
考
と
し
た
情
報
を
調
査
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

に
よ
れ
ば
、
国
家
公
務
員
の
医
療
職
俸
給
表
㈢

及
び
地
方
公
務
員
の
医
療
職
給
料
表
を
参
考
に

し
て
い
る
と
の
回
答
は
合
計
二
五
％
程
度
を
占

め
て
い
ま
す
（
表
２
）。

③　
社
会
福
祉
（
民
間
保
育
所
等
）

「
平
成
三
〇
年
社
会
福
祉
施
設
等
調
査
」

（
厚
生
労
働
省
）
に
お
い
て
、
社
会
福
祉
施
設

に
お
け
る
福
祉
職
俸
給
表
に
準
じ
た
給
与
体
系

の
導
入
状
況
を
調
査
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
よ

れ
ば
、
三
〇
％
程
度
の
社
会
福
祉
施
設
に
お
い

て
国
の
福
祉
職
俸
給
表
に
準
じ
た
給
与
制
度
が

採
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
（
表
３
）。

以
上
、
官
民
双
方
が
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
主
体
と

な
っ
て
い
る
と
い
う
点
に
着
眼
し
て
、
三
つ
の
領

域
に
つ
い
て
整
理
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
に
つ
い
て

は
、
法
令
等
の
根
拠
は
な
く
、
個
々
の
実
態
も
明

ら
か
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
①
か
ら
③
で
取
り
上

げ
た
各
種
の
調
査
結
果
を
見
る
限
り
で
は
、
何
ら

か
の
形
で
参
考
に
し
て
い
る
と
こ
ろ
が
一
定
程
度

あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

⑷　
民
間
企
業

⑴
か
ら
⑶
で
は
、
そ
の
身
分
や
業
務
に
公
共

性
等
が
あ
る
領
域
に
つ
い
て
整
理
し
ま
し
た
。

そ
れ
で
は
、
そ
れ
以
外
の
一
般
の
民
間
企
業
に

お
い
て
、
公
務
員
の
給
与
を
参
考
と
し
て
賃
金

改
定
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
は
な
い
の
で
し
ょ

う
か
。「
令
和
三
年
賃
金
引
上
げ
等
の
実
態
に

関
す
る
調
査
」（
厚
生
労
働
省
）（
表
４
）
に
お

い
て
、
賃
金
の
改
定
の
決
定
に
あ
た
り
最
も
重

視
し
た
要
素
を
調
査
し
て
い
ま
す
が
、「
企
業

の
業
績
」
が
六
一
・
六
％
と
最
も
高
く
、「
世

間
相
場
」
は
一
六
・
四
％
と
な
っ
て
い
ま
す

（
企
業
規
模
一
〇
〇
人
以
上
の
結
果
）。
こ
の

よ
う
に
、
民
間
企
業
に
お
い
て
は
、
基
本
的
に

は
業
績
を
重
視
し
て
賃
金
改
定
が
行
わ
れ
て
い

る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、
世
間
相
場
を
重

視
す
る
企
業
に
つ
い
て
見
て
も
、
企
業
規
模
が

大
き
い
企
業
は
、
同
一
産
業
内
の
相
場
を
重
視
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す
る
割
合
が
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
で
、
企
業
規
模
が
小
さ
く
な
る
に
つ
れ

て
、
世
間
相
場
と
し
て
他
産
業
の
企
業
や
同
一

地
域
企
業
の
状
況
を
考
慮
す
る
割
合
が
高
く

な
っ
て
い
ま
す
。
特
に
地
方
の
中
小
企
業
の
場

合
、
人
材
確
保
等
の
観
点
か
ら
、
同
一
地
域
の

全
体
的
な
賃
金
水
準
や
、
そ
の
地
域
の
代
表
的

な
企
業
の
状
況
等
を
考
慮
し
て
い
る
場
合
も
あ

る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。
こ
れ
は
一
つ
の
仮
説

に
過
ぎ
ま
せ
ん
が
、
そ
う
し
た
ケ
ー
ス
の
中
に

は
、
当
該
地
域
の
世
間
相
場
と
し
て
、
公
務
員

給
与
を
参
考
に
賃
金
改
定
を
行
っ
て
い
る
企
業

が
あ
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。
地
方
の
中
小

企
業
に
お
い
て
、
公
務
員
給
与
を
参
考
に
し
て

い
る
と
の
声
を
聞
く
こ
と
が
あ
り
ま
す
が
、
そ

の
背
景
に
は
、
こ
の
よ
う
な
事
情
も
あ
る
の
か

も
し
れ
ま
せ
ん
。

　３　
お
わ
り
に

以
上
、
人
事
院
勧
告
の
影
響
に
つ
い
て
整
理
し

て
き
ま
し
た
。
詳
細
に
わ
た
る
分
析
は
で
き
て
い

ま
せ
ん
が
、
人
事
院
勧
告
が
、
国
家
公
務
員
以
外

に
も
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
つ
い
て
、
一
定
程
度

整
理
で
き
た
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
本
稿

で
検
討
し
た
領
域
以
外
に
も
人
事
院
勧
告
の
影
響

が
及
ぶ
可
能
性
も
あ
り
ま
す
の
で
、
読
者
の
方
で

他
に
も
こ
ん
な
領
域
が
人
事
院
勧
告
の
影
響
を
受

け
て
い
る
の
で
は
な
い
か
と
い
っ
た
御
意
見
が
あ

れ
ば
是
非
お
寄
せ
く
だ
さ
い
。

【
本
稿
は
、
筆
者
個
人
の
見
解
を
述
べ
た
も
の
で

あ
り
、
所
属
組
織
の
見
解
を
示
す
も
の
で
は
あ
り

ま
せ
ん
】

表１ 学校法人における給与制度・人事考課に関するアンケート調査結果（公益社団法人私学経営研究会）

表２ 2012年病院勤務の看護職の賃金に関する調査（公益社団法人日本看護協会）

給与制度
大・短 高・中

教員 職員 教員 職員

年齢給 9 （8.8%） 12（11.8%） 39（43.8%） 32（36.0%）

職能資格給 53（52.0%） 32（31.4%） 12（13.5%） 12（13.5%）

役職給 2 （2.0%） 15（14.7%） 2 （2.2%） 8 （9.0%）

職務給 3 （2.9%） 3 （2.9%） 1 （1.1%） 1 （1.1%）

公務員準拠型 32（31.4%） 36（35.3%） 33（37.1%） 34（38.2%）

その他 3 （2.9%） 4 （3.9%） 2 （2.2%） 2 （2.2%）

合　計 102（100.0%） 102（100.0%） 89（100.0%） 89（100.0%）

計

国家公務
員の医療
職俸給表
（三）

地方公務
員の医療
職給料表

近隣の病
院の相場
や賃金表

地域の医
師会によ
る賃金表

コンサル
タント会
社等が提
示した賃
金表　　

その他

わからな
い／何も
参考とし
ていない

無回答

1,400
（100.0%）

209
（14.9%）

137
（9.8%）

388
（27.7%）

98
（7.0%）

179
（12.8%）

388
（27.7%）

175
（12.5%）

22
（1.6%）

※ 　設置主体が公的なものである機関を除いた医療機関（賃金表がある機関に限る）について集計

2020年４月現在、適用している給与制度

（複数回答）
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表３ 平成30年社会福祉施設等調査（厚生労働省）

表４ 令和３年賃金引上げ等の実態に関する調査（厚生労働省）

計 福祉職俸給表に
準じている

福祉職俸給表に
準じていない

計 49,849（100.0%） 16,027（32.2%） 33,822（67.8%）

代
表
施
設

老人福祉施設 3,115（100.0%） 958（30.8%） 2,157（69.2%）

障害者支援施設等 5,470 （100.0%） 1,654 （30.2%） 3,816（69.8%）

児童福祉施設等 26,532 （100.0%） 10,246（38.6%） 16,287（61.4%）

※ 　私営の施設のみを集計

賃金の改定を実施
し又は予定してい
て額も決定してい
る企業

賃金の改定の決定に当たり最も重視した要素

重視し
た要素
はない

不詳
企業の
業績

世間相
場

雇用の
維持

労働力
の確保
・定着

物価の
動向

労使関
係の安
定

親会社又は関
連（グループ）
会社の改定の
動向

前年度
の改定
実績

その他

企業規模計
（100人以上）

100.0 61.6 16.4 38.9 38.1 0.8 10.3 10.8 19.5 5.4 17.0 0.6

※ 　複数回答計は、その要素を重視した全ての企業（最も重視したものを１つ、そのほかに重視したものを２つまでの最大３つの複数回答による）
の数を集計対象企業数で除したものである（以下同様）。

世間相場を重視した
企業

世間相場として最も重視した要素

同一産業
上位企業

同一産業
同格企業

他産業の
企業

同一地域
企業

系列企業 その他 不詳

企業規模計
（100人以上）

100.0 30.4 64.3 28.3 39.4 15.2 11.7 2.6

5,000人以上 100.0 62.4 80.4 29.3 11.1 14.6 4.6 －

1,000～
4,999人

100.0 74.5 74.1 13.9 22.8 9.0 0.5 0.3

300～
999人

100.0 31.6 70.3 23.9 37.9 23.7 15.9 －

100～
299人

100.0 21.8 58.4 33.2 43.9 11.0 11.1 4.6

30～
99人

100.0 21.8 79.8 42.2 68.4 10.1 6.5 －

（複数回答計） （単位：％）

（複数回答計） （単位：％）
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